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１．事業の位置付け
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'03 基本目標３　　人と自然が調和した、やすらぎのあるまち

'03 ③〈循環型社会〉　循環型社会をめざして環境負荷の少ない暮らし方を定着させる

'03 3 環境負荷の少ないエネルギー利用を進める
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事業評価シート　（平成27年度分）
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説明・算定式

目標

実績

事業種類

総合計画の
位置付け

目的・目標 事業の概要

根拠法令等 地球温暖化対策の推進に関する法律

目標

実績

平成27年度の主な取組と成果
環境フェア、コツコツプラン、クール・タウン作戦、地球温暖化対策出前講座等を実施し、地球温暖化対策の普及啓発を図りま
した。環境フェアでは環境教室を17教室開催し、約650人が来場しました。コツコツプランでは一般家庭編に1,546世帯、小中
学生編に9,175人が参加しました。

単位 千ｔ‐CO２

単位 人

地球温暖化対策出前講座開催回数

市民が温暖化問題に理解を深め、温暖化防止対策に積極的に
取り組むことにより、地域から排出される二酸化炭素が削減
されています。

地球温暖化対策を推進するため、地球温暖化対策実行計画等
の周知を図るとともに地球温暖化防止に向けた市民行動を促
進します。
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■ 市民ニーズ

□ 事業目的の達成状況 高

■ 市の関与の必要性 低

□ その他

□ 上位施策への貢献

□ 市民満足度を高める方策 高

□ 継続による成果向上の可能性 低

■ その他

□ 事業の目的、対象、内容

□ 受益者負担、補助額 高

■ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中

□ その他 低

□ 業務プロセス改善による効率化の方策

□ コスト削減の可能性 高

■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中

□ その他 低

３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．今後の事業展開（担当課としての提案）
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平成29年度の取組方針
講座等による地球温暖化対策の普及啓発を実施し、市民の自主的な取組みを推進します。また、省エネ設備等の普及促進
策など、新たな施策を検討・推進し、二酸化炭素排出量を削減します。

地球温暖化問題に対する市民の関心は高く、市民の実践
行動を促進するために市が関与する必要性は高くありま
す。また、省エネ設備の普及など、二酸化炭素排出量を抑
制するための事業の展開が必要です。
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○

コツコツプラン一般家庭編には1,546世帯、小中学生編に
は9,175人が参加しました。

●

○
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課長コメント
地球温暖化対策は、国際的な取組が重要視されています。国をはじめ、本市においても継続的な事業の拡大・充実が求めら
れているので、市民活動団体と連携した啓発事業を推進するとともに、省エネ設備の普及促進などにより効果的な事業を促
進します。
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項目 分析の視点 左記の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

財
源
内
訳

今後に向けた課題の分析
地球温暖化対策については、市民の関心も高く、自主的に取り組むための施策を継続的に実施する必要があります。また、
省エネ設備等の普及促進など、二酸化炭素排出量を抑制するための事業展開が求められています。

妥当性

地球温暖化対策を推進するため、普及啓発事業は、さらな
る拡大・充実が求められており、業務の執行体制等を増強
する必要があります。 ○

●

○

効率性

コツコツプランは事務の負担も大きいので、適宜、見直しが
必要です。

○


